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牧之原市土地利用事業の適正化に関する指導要綱に基づく申請書類等の標準作成要領 
 

・第１ 一般事項 

 １ 図書の規格及び部数 

  (１) 規格 

    申請書類等の判型はＡ４判とし、様式第１号から第９号までの各様式と必要な添付図

面等とを一件書類とし、適当な厚さ（おおむね 10㎝以下）に分冊する。また、チューブ

ファイルなどは使用せず、綴込表紙と綴り紐又は紙製のフラットファイルで作成するこ

と。なお、様式第１号以外のものにあっては、厚さが 5㎜未満の場合は製本をしなくて

も差し支えない。 

  (２) 必要部数 

    申請書類等の提出部数は次の表の右欄に掲げるとおり。提出部数が変更される場合が

あるため、牧之原市建設部都市住宅課（0548-53-2633）に確認すること。 

 

申請書類等 提出部数 

様式第 1号の 2 事前審査依頼書 正本１部及び副本 9部 

様式第 1号 実施計画承認申請書 正本１部及び副本 11部 

様式第 2号 地位継承承認申請書 正本１部及び副本１部 

様式第 3号 地位継承届 正本１部及び副本１部 

様式第 4号 変更承認申請書 正本１部及び副本１部 

※変更設計説明書及び土

地利用計画平面図を 10部

別に提出 

様式第 5号 事業廃止承認申請書 正本１部及び副本１部 

様式第 6号 氏名（法人の名称・代表者氏名・住所）変更届 正本１部及び副本１部 

様式第 7号 工事施行者変更届 正本１部及び副本１部 

様式第 8号 防災工事着手（完了）届 正本１部 

様式第 9号 工事着手（完了・中止・再開・期間の変更）届 正本１部 

様式第 11号の 2 土地利用事業計画協議書 正本１部及び副本 11部 

 

 ２ 表紙・背表紙 

申請書類等には、表紙、背表紙をつける。表紙には申請書類等の名称、事業の名称、申

請個所、申請者名称を明記し、背表紙には申請書類等の名称、申請者名称を明記する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－表紙－             －背表紙－ 

土地利用事業承認申請書 

申請個所  牧之原市○○地内 

申請書   株式会社○○ 

○○建設事業 

土
地
利
用
事
業
承
認
申
請
書 

申
請
者 

株
式
会
社
○
○ 
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・第２ 実施計画書（設計説明書）の作成要領 
 

実施計画書（設計説明書） 

 

１  実施計画の概要 

⑴  事業の目的、内容及び効果等実施計画の概要を記載すること。 

⑵  既定計画又は将来計画がある場合には、それらとの関連を明記すること。 

⑶  市内における既実施事業の成果について記載すること。当該事業が別荘、住宅、マン

ション及び研修所の分譲を目的とするものである場合には、販売状況、建築状況、これ

らの調査時点を明らかにすること。 

 

２  計画地の面積、取得状況 

⑴  施行区域内の土地の状況 

区 分 

公 簿 面 積 実 測 面 積 

既 取 得 地 
未 取 得 

民 有 地 

未 取 得 

公 有 地 
計 割 合 面 積 割 合 

宅 地 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ％ ㎡ ％ 

農 地 

田 
       

畑 
       

採 草 

放 牧 地 

       

小 計 
       

山 林 
       

原 野 
       

雑 種 地 
       

公 共 公 益 用 地 
       

そ の 他 
       

計 
       

（注）  地目の区分は公募によること。ただし、公募上の地目が農地以外の場合で、現況が農

地のときは、現況地目に基づく数値を各欄の下段に（  ）書きで再掲すること。 
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⑵用地取得に関する事項 

区 分 公 簿 面 積 割 合 筆 数 権 利 者 数 

既 取 得 地 

自己所有地 ㎡ ％ 筆 人 

賃 貸 等 

契 約 済 地 

    

小 計 
    

取 得 予 定 地 

買 収 
    

賃 貸 等 

契約予定地 

    

小 計 
    

計 
    

（注）１  民有地について、用地取得の状況を記入すること。また、地番毎の取得状況を一覧

にした土地取得調書（別紙１）を添付すること。 

      ２  計画地内に公有地がある場合は、取得対象の公有地に関する調書（別紙２）を添付

すること。 

 

⑶  地権者の同意状況 

ア  面積（公簿） 

① 

全民有地面積 

② 

既取得民有地面積 

③＝①－② 

未取得民有地面積 

（要同意面積） 

④ 

同意済面積 

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

（注）同意書（施行区域内等）（別紙３－１）を添付すること。 

 

イ  地権者数 

全 民 有 地 の 地 権 者 数 

所 有 権 者 数 そ の 他 の 権 利 者 数 計 

人 人 人 
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⑷  計画地の現状 

標高 
最高地          ｍ    ～    最低地          ｍ 

平  均          ｍ          標高差          ｍ 

傾 斜 

状 況 

こう配 面積 割合 土地利用方針 

 0度～15度 ㎡ ％  

15度～30度    

30度～45度   造成面積○○㎡ 

（うち公共施設○○㎡、その

他○○㎡） 45度以上   

地 層 

地質の概要 

 

河 川 

○○○流域 

面積    ha 

全体面積の 

％ 

流末経路 

放 流 先 
（例） 

○○調整池        ○○調整池 

      ↓                 ↓ 

（普）○○川      （普）○○川 

  （  km）                （  km） 

 

    （二）  ○ ○ 川 

               ↓  （    km） 

    （二）  ○ ○ 川 

               ↓  （    km） 

               海 

中間経路 

河川法上

の 河 川 

又 は 海 

計画地への 

交 通 路 

取り付ける認

定 道 路 

      道              線  （Ｗ＝    ｍ） 

      道              線  （Ｗ＝    ｍ） 

進 入 路 区 間 Ｗ＝        ｍ    Ｌ＝        ｍ  現況地目 

（注）１  調整池から最終の流末河川までを、系統ごとに級種、名称及び延長を記入すること。 

      ２  取り付ける道路及び既設道路を進入路とする場合の既設道路で、拡張計画があると

きは、現況幅員及び拡幅後の幅員をそれぞれ記入すること。 

 

⑸土地利用規制現況等 

根 拠 法 令 規 制 の 種 別 

( 地 域 区 分 ) 

面 積 

(少数第 1 位) 

根 拠 法 令 規制の種別 

(地域区分 ) 

面 積 

(少数第 1 位) 

国土利用計画法 
 

ｈａ 森 林 法 
 

ｈａ 

都 市 計 画 法 
  

自 然 公 園 法 
  

農 振 法 

(農用地区域 ) 

 
（      ） 文化財保護法 

  

（注）１  上記のほか規制を受ける法令については、適宜欄を追加してすべて記入すること。 

        （例）  宅地造成及び特定盛土等規制法、静岡県風致地区条例、静岡県立自然公園条

例、静岡県砂防指定地管理規則、静岡県地下水の採取に関する条例、急傾斜地

の崩壊による災害の防止に関する法律（急傾斜地崩壊危険区域）、地すべり等防

止法（地すべり防止区域）、建築基準法（災害危険区域） 

      ２  国土利用計画法の欄には、土地利用基本計画による地域区分の細区分を記入するこ

と。 
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３  土地利用計画 

⑴  施設計画の概要 

 施 設 名 面 積 割 合 数 量 ・ 規 模 等 に つ い て の 概 要 説 明 

(

自
己
用
を
含
む) 

業

務

用

施

設 

 ㎡ ％  

小 計 
   

公

共

施

設 

 

   

小 計 
   

公

益

的

施

設 

 

   

小 計 
   

そ

の

他 

 

   

小 計 
   

合

計 

  

100 

 

 

住区街区の設定計画（分譲地、工場団地に係るもの） 

街 区 数 
街区 最 大 街 区 

面 積 

㎡ 街 区 最 長 

辺 長 

ｍ 

最 大 区 画 

面 積 

㎡ 最 小 区 画 

面 積 

㎡ 平 均 区 画 

面 積 

㎡ 

予定建築物 ( 例 ) 住 宅 集 会 所 ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ そ の 他 合 計 

区 画 数 (例 )１２０ ２ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ １ １３０ 

（注）１  営業用施設 

          分譲用宅地、ゴルフ場のホール等計画の主たる目的とした施設 

      ２  公共施設 

          牧之原市土地利用事業の適正化に関する指導要綱第２条第５号によること。 

      ３  公益的施設 

          牧之原市土地利用事業の適正化に関する指導要綱第２条第６号によること。 

      ４  その他 

          １から３に区分されない施設、未利用地、残置森林、造成森林、造成緑地等。 
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    ⑵  森林現況取りまとめ表 

区 分 
現 況 

Ａのうち形質変更 

予 定 面 積 備 考 

面積（Ａ） 比 率 面積（Ｂ） Ｂ ／ Ａ 

５

条

森

林 

人 工 林 ｈａ ％ ｈａ ％  

天 然 林      

そ の 他      

計 （Ｃ）     

５ 条 森 林 以 外      

合 計      

森 林 率 
残置森林面積＋造成森林面積        ha＋   ha 

                           ＝                ×100＝   ％ 

上記の（Ｃ）の欄の森林面積             ha 

（注）１  ５条森林とは、地域森林計画対象民有林のことであり、森林計画図により確認する

こと。 

      ２  その他の欄には、田、畑、原野、宅地、道路、河川敷等の面積を記入すること。 

      ３  ５条森林以外の欄には、施行区域の面積から地域森林計画対象民有林の区域（保安

林を除く。）の面積を除いた面積を記入すること。 

      ４  森林率の欄の残置森林面積及び造成森林面積は、施行区域内の残置森林面積及び造

成森林面積を記入すること。 

      ５  備考欄には、５条森林については樹種及び林令を、５条森林以外については、土地

利用現況を記入すること。 

      ６  住宅地を造成する場合には、森林率の算定に当たっては造成緑地を加算すること。 

      ７  工区を設定する場合には、工区ごとに森林現況取りまとめ表を作成すること。 

      ８  施行区域を記入した森林計画図（写）及び立地調査結果通知書を添付すること。 

    ⑶  開発率 

        施行区域の面積に対する現地形を変更する土地の面積の割合を記入すること。 

        ㎡ 

            ×100＝                   ％ 

        ㎡ 

 

４  個別計画の明細 

⑴ 防災計画の明細 

区 分 種 別 施 設 概 要 （ 構 造 等 ） 

河 川 改 修 （河川・水路名） （例）  Ｌ＝○○ｍ、Ｗ＝○○ｍ 

防 災 施 設 

（調整池） 

 

（砂防ダム） 

必要調整容量  Ｖ＝○○○㎥ 

調整池容量    Ｖ＝○○○㎥ 

必要堆砂容量  Ｖ＝○○○㎥ 

沈砂池容量    Ｖ＝○○○㎥ 

そ の 他   
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（注）１  本工事の着手に先立って施行する防災工事の計画内容を明らかにすること。 

      ２  流末河川については、河川名を明示して現況流下能力の検討を行い、流下能力が不

足する箇所は、改修計画を明示するとともに、流域図、流出係数分布図、河川断面を

撮影した写真及び水利計算書を添付すること。 

      ３  工事中及び完成後の流出土砂量計算書を添付すること。 

      ４  調整池の容量計算書及び構造計算書を添付すること。 

 

⑵  生活用水計画 

計 画 給 水 区 分 給 水 量 等 
積 算 の 基 礎 

施設毎の給水人口等 最 大 給 水 量 

計 画 年 次 年 （例） 

分譲住宅 

○区画(戸)×○人＝ 

○人 

ゴルフ場来客  ○人 

従業員(通勤)  ○人 

 

1区画４人とする。 

 

 

 

ℓ×  人＝  ㎥/日 

ℓ×  人＝  ㎥/日 

ℓ×  人＝  ㎥/日 

計 画 給 水 人 口 人 

1 日 １ 人 当 た り 

給 水 量 

最大      ℓ/日 

平均      ℓ/日 

１ 日 当 た り 

給 水 量 

最大      ℓ/日 

平均      ℓ/日 

時 間 最 大 給 水 量 ㎥/時 

（注）  「積算の基礎」の欄における最大給水量については、水道事業者から給水を受ける場

合は当該水道事業者の承諾に基づく数値を用い、自己水源を利用する場合は数値の算出

根拠を明らかにすること。 

 

⑶  工業用水計画 

区分 

用途 
使 用 水 量 積 算 の 基 礎 

ボ イ ラ ー 用 水 ㎥／日  

原 料 用 水   

製 品 処 理 及 び 洗 浄 用 水   

冷 却 用 水   

温 調 用 水   

そ の 他   

計   

 

⑷  その他の用水 

        生活排水、工業用水以外の用水を使用する場合は、上記の例に準じ説明すること。 

        なお、温泉利用計画がある場合は、水源、泉質、湧水量、温度、掘削個所等について

説明すること。 

 

⑸  水源及び水量 

水源の種類 水    量    等 備      考 

水 道 
水 道 の 名 称 最 大 受 水 量 分水又は給水承諾書を添付する

こと。 

（牧之原市上水道区域を除く。）  ㎥／日 
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地 下 水 
くみ上げ地点 最 大 取 水 量 地下水等の利用計画書（別紙４）

を添付すること。 
 ㎥／日 

表 流 水 
河 川 の 名 称 最 大 取 水 量   水利権許可書又はこれに準ずる

ものを添付すること。 
 ㎥／日 

（注）別紙４〈例〉の水利用フローシートを添付すること。 

 

    ⑹  給水施設の明細 

施 設 区 分 規 模 ・ 構 造 等 に つ い て の 説 明 

（例）  貯  水  槽 

        給  水  槽 
 

 

    ⑺ 排水施設の明細 

施 設 区 分 規 模 ・ 構 造 積 算 の 基 礎 等 

（例）  調  整  池 

        排  水  溝 
  

（注）１  自然水（雨水）と雑排水（生活汚水）、計画地内と計画地外とに区分して排水系統ご

とに記入すること。 

      ２  ４⑴に掲げた施設の再掲は、不要である。 

 

⑻  道路計画の明細 

道 路 区 分 幅 員 延 長 
こ う 配 最小曲線 

 

半 径 

(計画) 

 

交通量 

備 考 
最 小 最 大 平 均 

公 道 の 現 況 
ｍ ｍ ％ ％ ％ ｍ 台／日 ○○道 

○○～○○線 

進 入 路 
       市道移管道 

Ｌ＝○ｍ 

幹 線 道 路         

支 線 道 路         

（注）  公道の現況に記す範囲は、Ｌ＝２００メートルとする。 

 

⑼  一般廃棄物処理計画 

ア  処理方法 

一般廃棄物の種類 月 間 排 出 量 処    理    方    法 

し 尿   

雑 排 水   

ご み   



- 9 - 

イ  処理施設 

一般廃棄物の種類 施 設 名 規模・構造 積算の基礎 備  考 

し 尿     

雑 排 水     

ご み     

（注）１  備考欄には、施設の維持管理責任者及び処理水の水質等を記入すること。 

      ２  第三者に委託して処理する場合は、維持、修繕、災害復旧、その他の管理について

明確にした契約書（写）等を添付すること。 

 

      ウ  生活雑排水の放流先河川等の名称及び利水状況等 

河 川 等 の 名 称 水利権、漁業権、利水状況等 基 準 水 質 等 

   

（注）  河川等の名称の欄に放流河川から流末まで経路を記入の上、記載すること。 

 

⑽  産業廃棄物処理計画 

      ア  処理方法 

産 業 廃 棄 物 の 種 類 月 間 排 出 量 処 理 方 法 

   

（注）１  他人に処理を委託する場合は、処理方法の欄に産業廃棄物処理業者を明記すること。 

      ２  欄外に、廃棄物の減量化又は再利用の方法を記入すること。 

       

イ  処理施設 

廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類 能 力 技 術 管 理 者 名 

   

（注）１  廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１５条、同政令第７条に基づいて記載するこ

と。 

      ２  処理施設の平面図、設計計算書等を添付すること。 

 

⑾  消防用施設の明細 

施 設 区 分 規 模 ・ 構 造 配 置 計 画 

   

 

⑿  その他の施設 

施 設 名 説        明 
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５  関連公共・公益的施設の整備 

施 設 名 施 設 管 理 者 整 備 計 画 の 明 細 協 議 状 況 

    

（注）１  公共団体が管理する施設を整備する計画がある場合は、この計画について記入する

こと。 

      ２  協議の状況には、当該施設の管理者との協議の状況を記入すること。 

 

６  公害防止計画 

⑴  大気汚染 

ばい煙発生施設の種類 
ば い 煙 濃 度 及 び 

排 出 量 

ばい煙発生施設の

概要（形式・能力等） 
ばい煙の処理方法 

    

 

⑵  水質汚濁 

特 定 施 設 の 種 類 
排 出 水 の 水 質 及 び 

排 出 量 

特定施設の概要 

（形式・能力等） 
汚水等の処理方法 

    

 

⑶  騒音 

特 定 施 設 の 種 類 
特 定 施 設 の 概 要 

（形式・能力等） 
騒 音 防 止 の 方 法 

   

 

⑷  振動 

特 定 施 設 の 種 類 
特 定 施 設 の 概 要 

（形式・能力等） 
振 動 防 止 の 方 法 

   

     

⑸  悪臭 

特 定 施 設 の 種 類 
特 定 施 設 の 概 要 

（形式・能力等） 
悪 臭 防 止 の 方 法 

   

 

⑹  工事中の騒音・振動 

特定建設作業の種類 
特 定 建 設 作 業 の 概 要 

（機械の名称・形式・仕様） 
騒 音 ・ 振 動 防 止 の 方 法 

   

 

⑺  土壌汚染 

事業計画地の土壌汚染に係る調査結果 
土壌汚染に係る環境基準に適合しない土壌

の存在が明らかになった場合の改善対策 
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（注）  「土壌汚染対策法（平成１４年５月２９日法律第５３号）」に基づく使用が廃止され

た有害物質使用特定施設に係る工場又は事業場の敷地であった土地については有害物

質による土壌汚染の可能性の有無について、資料等による調査を実施すること。なお、

調査の結果、汚染の可能性があると判断された場合は、土壌調査を実施し、必要な改善

策を検討すること。 

 

７  文化財等の保護計画 

文化財の種類・名称 所 在 地 位 置 保 護 の 計 画 

   

（注）１  保護の計画欄には、文化財の取扱いについて記載する。例えば、現状保存（公園、

その他）、発掘調査実施等 

      ２  文化財分布調査結果報告書及び土地利用計画平面図に文化財の分布状況を示した

ものを添付すること。 

      ３  市教育委員会の文化財に関する意見書を添付すること。 

 

８  切土盛土の土量集計 

切 土 盛 土 残 土 不 足 土 残 土 ・ 不 足 土 の 処 理 方 法 

    

（注）１  土量計算書を添付すること。 

      ２  計画地外からの土砂の搬入又は計画地外への土砂の搬出がある場合は、採取地又は

捨土場所、運搬経路及び採取方法又は捨土方法について明記し、土砂搬出入経路図を

添付すること。 

 

９  地盤・のり面・擁壁等の安全対策 

⑴  切土・盛土 

区 分 最 大 切 盛 高 法 こ う 配 備 考 

切 土    

盛 土    

（注）  盛土高の計算方法は、下図の例によること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵  のり面保護・擁壁 

位 置 区 分 規 模 及 び 構 造 

   

盛土高 
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（注）１  土質調査報告書を添付すること。 

      ２  擁壁その他の構造物については、構造計算書を添付すること。 

 

⑶  地盤 

改 良 箇 所 改 良 方 法 

  

 

１０  公園計画 

      面積、施設計画（植栽・遊戯施設等を含む。）等を明示すること。 

 

１１  環境保全対策 

⑴  自然環境の現況 

      ア  植生状況 

          計画地及びその周辺における植生状況を群集及び群集レベルの群落により現存植

生図を作成し、説明すること。 

      イ  野生動物状況 

          計画地及びその周辺における野生動物状況を生息地、繁殖地、渡来地について説明

すること。 

     

⑵  緑化計画 

        以下の緑化計画書により説明すること。 
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緑  化  計  画  書 
 

１  概要 

    事業施行に当たり、自然環境保全に対する基本的な考え方及び緑化計画の要点を簡潔

に説明すること。 

 

２  表土の利用 

表土量 
客土等緑化工へ

の利用数量 
残量 備考 

㎥ ㎥ ㎥ 残土の処分方法等を記入するこ

と。 

 

３  残置森林、造成森林、造成緑地等の管理方法 

⑴  管理体制 

      （管理責任者名等を記入すること。） 

⑵  管理方法 

      （直営、委託、請負の別及び下刈り、間伐、病害虫防除、樹木の手入れ、芝刈り等

の保育の内容を具体的に記載すること。） 

 

４  緑化場所別一覧表 

    緑化場所については、建物周辺、幹線道路の緑地帯、のり面及び駐車場等具体的に記

入し、緑化計画図の番号と一致させること。 

⑴  残置森林 

緑 化 場 所     計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

補

植

内

容 
区    分 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種  

高

木 

植栽時の樹高 

3.0ｍ以上 

        

植栽時の樹高 

1.5ｍ～3.0ｍ 

        

植栽時の樹高 

0.5ｍ～1.5ｍ 

        

植栽時の樹高 

0.5ｍ未満 

        

低

木 

植栽時の樹高 

0.5ｍ以上 

        

植栽時の樹高 

0.5ｍ未満 

        

合    計 本 本 本 本 本 

備      考 
     

（注）１  高木とは、成木に達したときの樹高が４．０ｍ以上の樹木をいう。 

      ２  補植しない場合、補植内容欄の記入は必要ない。 

      ３  １５年生以下の森林は造成森林として扱う 



- 14 - 

⑵  造成森林 

緑 化 場 所     計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

補 
 
 
 

植 
 
 
 

内 
 

 
 

容 

区    分 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種  

高 
 
 
 

木 

植栽時の樹高 

3.0ｍ以上 

        

植栽時の樹高 

1.5ｍ～3.0ｍ 

        

植栽時の樹高 

0.5ｍ～1.5ｍ 

        

植栽時の樹高 

0.5ｍ未満 

        

計 本 本 本 本 本 

密  度 /100㎡ /100㎡ /100㎡ /100㎡ /100㎡ 

低 
 

木 

植栽時の樹高 

0.5ｍ以上 

         

植栽時の樹高 

0.5ｍ未満 

        

計 本 本 本 本 本 

張芝、種子吹付等 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

備      考 
     

 

⑶  造成緑地 

緑 化 場 所     計 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

補

植

内

容 

区    分 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種 本数 樹種  

低

木 

植栽時の樹高 

0.5ｍ以上 

        

植栽時の樹高 

0.5ｍ未満 

        

合    計 本 本 本 本 本 

張芝、種子吹付等 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

備      考 
     

 

 

１２  工事中の災害、水質汚濁等の防止計画 

      土砂流出防止、土砂崩壊防止、水質汚濁防止、飲料水確保、交通安全対策、騒音対策、

粉じん対策等に区分して記載すること。また、施工管理体制を明らかにすること。 

 



- 15 - 

１３  施設完成後の運営利用計画 

      施設完成後の利用見込み、収容人口、従業員の雇用計画について記載すること。生産

計画がある場合（工場、事業所等）は、精算品目ごとの計画生産量・従業員数を記載す

ること。また、施設利用について地元民に特に便宜を図る場合には、その方法を説明す

ること。 

 

１４  施設完成後の管理計画等 

 
施 設 区 分 管  理  者 管 理 方 法 

営 

業 

用 

施 

設 

   

公  

共  

施  

設 

   

公 

益 
的 
施 

設 

   

そ 

の 

他 

   

（注）１  ３土地利用計画⑴施設計画の概要に掲げた施設区分に従い、施設完成後の当該施設

の管理者及び管理方法等について記載すること。 

      ２  公共施設又は公益的施設であって、公共団体に移管されないものについては、その

管理方法等を特に詳細に記載すること。 
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１５  資金計画 

⑴  収支計画        

（単位：千円） 

科             目 金              額 

収 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 

入 

自 己 資 金 
 

借 入 金 
 

そ の 他 
 

（ 権 利 金 、 入 会 金 等 ） 
 

処 分 収 入 
 

宅 地 処 分 収 入 
 

そ の 他 処 分 収 入 
 

 
 

補 助 負 担 金  

 
 

計 
 

支                

出 

用 地 費  

工 事 費 
 

 
 

建 築 工 事 費 
 

附 帯 工 事 費 
 

 
 

  

事 務 費 
 

借 入 金 利 息 
 

  

計 
 

（注）  処分収入にあっては、単価及び積算の基礎を科目欄に（  ）書きすること。 

        附帯工事費にあっては、工事の種別（緑化費等）を区分してそれぞれについて記入す

ること。 
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⑵  年次別資金計画 

（単位：千円） 

年 次 

科 目 
年次 年次 年次 計 

収 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
  
 
 

入 

自 己 資 金     

借 入 金 
    

そ の 他 
    

（ 権 利 金 、 入 会 金 等 ）     

処 分 収 入 
    

宅 地 処 分 収 入 
    

そ の 他 処 分 収 入 
    

 
    

補 助 負 担 金 
    

     

計 
    

支                

出 

用 地 費 
    

工 事 費     

 
    

建 築 工 事 費 
    

附 帯 工 事 費     

 
    

 
    

事 務 費     

借 入 金 利 息 
    

 
    

     

計 
    

借 入 金 の 借 入 先 
    

（注）  収入について、調達方法を裏づける書面（預金残高証明書、融資証明書等）を添付す

ること。 
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⑶  年間収支計画 

          レクリエーション施設等完成した施設を拠点として事業活動を営む場合には、利用

料金、入場者数等を算定した上、年間収支計画を明らかにすること。 

 

１６  予定工期 

工 期 区 分 着 手 竣 功 工 期 備 考 

（例） 

全体計画 

 

第１期計画 

年    月 年    月 か月  

 

１７  宅地等の分譲方針 

⑴  分譲対象地域、分譲の方法、予定対価等について説明すること。 

⑵  建築協定（案）、緑化協定（案）、管理協定（案）を添付し、これらの方針を説明する

こと。 

 

１８  会員等の募集 

      会員の権利及び義務、会員の種別、募集時期、募集人員、拠出金の内訳、会員募集の実

施会社、施設の開設予定時期、会員権の販売方法及び保証委託契約の内容について説明す

ること。 

      なお、非会員の施設利用についても説明すること。 

 

１９  その他の特記事項及び参考となる事項（別紙３－２、別紙３－３） 

      利害関係者への説明内容等を記録した書面及び同意書（区長・自治会長等・土地改良区・

隣接地所有者等）を添付すること。 

 

２０  牧之原市内に所有又は経営する土地施設 

      牧之原市土地利用対策委員会（旧相良町・旧榛原町の土地利用対策委員会と読み替える）

の承認を受けた施設等主要な施設の状況を説明すること。 

 

２１  業務経歴表（別紙５） 

      施行（予定）者についても提出すること。 

      法人登記簿謄本、定款、宅地建物取引業免許の写し等法令による資格証の写し及び申請

時直近の決算報告書を添付すること。 

 

２２  設計者業務経歴表（別紙６） 

      資格を証する書類を添付すること。 
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・第３  実施計画書（設計説明書）の添付図面等の作成要領 

番号 図書の名称 縮尺 明示すべき事項 備考 

１ 位置図 1／50,000

以上 

1／10,000

以下 

(1)方位 

(2)地形 

(3)施行区域の位置 

(4)施行区域周辺の主要な道路及び交通機

関の位置及び名称 

(5)放流先河川の位置及び名称 

 

・地形図を準備す

ること。 

 

２ 現況図 1／3,000 以

上 

(1)方位 

(2)施行区域の境界及び周辺の土地利用現況

（山林にあっては人工林と天然林に、農

地にあっては田と畑とその他農地とにそ

れぞれ区分すること。）及び法令による規

制区域（用途地域、農振地域、自然公園

法の規制区域、地域森林計画対象民有林

の区域、宅造造成等工事規制区域、特定

盛土等規制区域、河川区域、砂防指定地、

風致地区、災害危険区域等(3)標高差を示

す等高線（２メートルの標高差を示すも

のであること。） 

(4)植生区分 

(5)建築物及び既存擁壁等の工作物の位置 

  及び形状 

(6)施行区域内及び施行区域周辺の道路、公

園、緑地、広場、河川、水路、取水施設

その他の公共施設並びに官公署、文教施

設その他の公益的施設の位置及び形状 

(7)道路の幅員、道路交点の地盤高、河川又

は水路の幅員 

(8)政令第 28 条の２第１号に規定する樹木

及び樹木の集団の位置 

(9)政令第 28 条の２第２号に規定する切土

又は盛土を行う部分の表土の位置 

 

・(8)及び(9)は１

ヘクタール以上

で都市計画法第

29 条の規定によ

る開発行為のも

ののみ 

 

３ 公図写 公図どおり (1)方位 

(2)施行区域の境界 

(3)市の区域内の字の境界 

(4)土地の地番及び形状 

(5)施行区域外で土地利用事業に関する工事

を行う土地の位置 

・土地利用区域周

辺も適宜表示す

ること。公共用地

は、次によりうす

く着色すること。 

公道＝赤 

水路＝青 

堤塘敷＝うす黒 

４ 現況写真  全景及び近景を表すカラー写真 ・３か月以内に撮

影したもの 
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番号 図書の名称 縮尺 明示すべき事項 備考 

５ 土地利用 

計画図 

１／1,000 

以上 

 

50ha以上で

は 

1／2,000 

以上 

(1)方位 

(2)施行区域及び工区の境界 

(3)主要構造物の標高 

(4)公園、緑地、広場の位置、形状、面積、

出入口及びさく又はへいの位置 

(5)土地利用区域内外の道路の位置、形状及

び幅員 

(6)表面水の流れ方向 

(7)排水施設の位置、形状及び水の流れの方

向 

(8)都市計画施設又は地区計画に定められ

た施設の位置、形状及び名称 

(9)消防水利の位置及び形状 

(10)調整池の位置及び形状、調整容量（多

目的利用の場合にあっては、専用部分と

多目的利用部分の区分） 

(11)河川その他の公共施設の位置及び形状 

(12)予定建築物等の敷地の形状及び面積 

(13)敷地に係る予定建築物等の用途及び規

模 

(14)公益的施設の敷地の位置、形状、名称

及び面積 

(15)樹木又は樹木の集団の位置 

(16)緩衝帯の位置、形状及び幅員 

(17)法面（がけを含む。）の位置、形状及び

勾配 

(18)擁壁の位置及び種類 

・地形図に計画地

の境界及び施設

の配置計画等を

着色して表示す

ること。 
・住宅地等の分
譲を行う計画が
ある場合は、区
画ごとに番号、
計画地盤高及び
面積を明示する
こと。 

６ 地形こう 

配現況図 

1／1,000以

上 

 

50ha 以上

では 

1／2,000以

上 

(1)方位 

(2)施行区域及び工区の境界 

(3)標高差を示す等高線 

 

・10 メートル等

高線ごとに地形

こう配 15 度以

下、15～30 度、

30 度～45度、45

度以上にそれぞ

れ区分し、同系

色の濃淡で各々

着色すること。

また、30 度以上

の地形を造成す

る部分について

は別の色分けに

より明示するこ

と。 

・自然公園特別

地 域 に つ い て

は、30 メートル

メッシュごとに

地形こう配が 30

パーセント以下
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番号 図書の名称 縮尺 明示すべき事項 備考 

と 30パーセント

以上の部分に色

分けしたものを

別に作成するこ

と。 

・複数の勾配が区

域内に存在する

場合に作成する。 

７ 造成計画 

平面図 

1／1,000以

上 

 

50ha 以上
では 

1／2,000以

上 

(1)方位 

(2)施行区域及び工区の境界 

(3)標高差を示す等高線 

(4)切土又は盛土をする土地の部分 

(5)擁壁の位置、種類及び高さ 

(6)法面（がけを含む。）の位置、形状及び

勾配 

(7)道路の中心線、延長、幅員、勾配及び交  

差点の計画高 

(8)調整池の位置及び形状 

(9)予定建築物等の敷地の形状及び計画高 

(10)造成計画断面図、がけの断面図及び擁

壁の断面図に表示する断面の位置 

・(3)の等高線は、

細線で表示する

こと。 

・(4)の切土又は

盛土をする土地

の部分は、次によ

り着色すること。 

切土＝黄 

盛土＝赤 

・(4)の切土又は

盛土をする土地

の部分で表土の

復元等の措置を

講ずるものがあ

るときは、その部

分を図示するこ

と。 

 

８ 造成計画 

断面図 

1／ 1,000

以上 

 

50ha 以上
では 

1／ 2,000

以上 

(1)施行区域及び工区の境界 

(2)切土又は盛土をする前後の地盤面 

(3)計画地盤高 

・切土又は盛土を

する土地の部分

は次により着色

すること。 

切土＝黄 

盛土＝赤 

・調整池、砂防ダ

ム、擁壁、のり面

及び造成後の地

盤高を明示する

こと。 

・計画を把握する

ために適切な間

隔で縦横断図を

作成すること。 
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番号 図書の名称 縮尺 明示すべき事項 備考 

９ 排水施設 

計画平面図 

1/600 以

上 

(1)施行区域及び工区の境界 

(2)排水区域の区域界 

(3)調整池の位置及び形状 

(4)都市計画に定められた排水施設の位

置、形状及び名称 

(5)道路側溝その他の排水施設の位置、形  

状及び種類 

(6)排水管の勾配及び管径 

(7)人孔の位置及び人孔間距離 

(8)水の流れの方向 

(9)吐口の位置 

(10)放流先河川又は水路の名称、位置及

び形状 

(11)予定建築物等の敷地の形状及び計画

高 

(12)道路、公園その他の公共施設の敷地

の計画高 

(13)法面(がけを含む。)又は擁壁の位置

及び形状 

 

 

10 給水施設 

計画平面図 

1/600 以

上 

(1)施行区域及び工区の境界 

(2)給水施設の位置、形状及び内のり寸法 

(3)取水方法 

(4)消火栓の位置 

(5)予定建築物等の敷地の形状 

 

 

11 がけの 

断面図 

1/50 以上 (1)がけの高さ、勾配及び土質（土質の種  

類が２以上であるときは、それぞれの

土  質及び地層の厚さ） 

(2)切土又は盛土をする前後の地盤面 

(3)小段の位置及び幅 

(4)石張、張芝、モルタルの吹付け等のが

け面の保護の方法 

 

 

12 擁壁の 

断面図 

1/50 1)擁壁の寸法、勾配並びに材料の種類及

び寸法 

(2)裏込めコンクリートの寸法 

(3)透水層の位置及び寸法 

(4)擁壁を設置する前後の地盤面 

(5)基礎地盤の土質並びに基礎ぐいの位

置、材料及び寸法 

(6)鉄筋の位置及び径 

(7)水抜き穴の材料、寸法及び位置 

 

 

13 求積図 1/1,000

以上 

 

(1)施行区域の面積 
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番号 図書の名称 縮尺 明示すべき事項 備考 

20ha 以上

では 

1/3,000

以上 

14 防災工事 

計画平面図 

1/1,000

以上 

20ha 以上

では 

1/3,000

以上 

(1)方位 

(2)施行区域及び工区の境界 

(3)標高差を示す等高線 

(4)計画道路線 

(5)防災施設の位置、形状、寸法及び種類 

(6)段切位置 

(7)表土除去位置 

(8)ヘドロ除去位置及び除去深さ 

(9)工事中の雨水排水経路 

(10)防災施設の設置時期及び期間 

・計画地が山地で

大規模な造成を

伴う場合作成す

ること。 

15 防災施設 

構造図 

1/100 以

上 

(1)調整池、砂防ダムその他の防災施設の  

構造 

大規模な調整ダ

ム（砂防ダムを含

む。）を設置する

場合は、ボーリン

グ調査による土

質柱状を併せて

図示すること。 

16 構造計算書  (1)鉄筋コンクリート擁壁、重力式コンク

リート擁壁その他の構造物の構造計

算 

２ｍを超えるも

の、または調整池

を構成する擁壁

等の場合に作成

する。 

17 安定計算書  (1)擁壁で保護しないがけの安定計算等  

18 水理計算書  (1)放流先河川又は水路の流下能力 

(2)施行区域内排水施設の排水能力 

(3)調整池の容量、放流口及び余水吐の断  面

等 

(1)は、原則とし

て２級河川まで

の河川等の流下

能力を調査する

こと。また能力検

討を行った断面

の現況写真を添

付すること。 

19 土質調査書

及び地盤改

良計画図書 

 (1)土質の状況 

(2)地盤改良の計画 
・軟弱地盤等を含

む場合に添付す

ること。 

20 その他市長

が必要と認

める図面 

 (1)公共施設新旧対照図 

法第 32条同意・協議書の内容が、現況図、

公図写及び土地利用計画図によって容易に

把握されない場合には、添付すること。 

(2)道路縦断面図、道路横断図、道路断面構  

造図、排水施設構造図及び公園計画平面図

等 
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番号 図書の名称 縮尺 明示すべき事項 備考 

法第 32条協議の結果、市等に移管され  な

いことされた場合又は同協議が成立しな

かった場合に添付すること。 

(3)その他審査上特に必要と認める図書 

 

備    考 

 １ 添付図書一覧を作成し、添付すること。 

 

  ２ 縮尺については、規定した縮尺で１枚の図面に表示できない場合、小縮尺で表示しても

よい。 
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・第４  変更計画の設計説明書の作成要領 

 

変更計画設計説明書 
 

１  計画変更の概要 

    ⑴  事業の目的、内容、効果等計画変更及び変更理由（変更項目と理由を一覧にする）を

記載すること。 

    ⑵  将来計画がある場合には、それらとの関連を明記すること。 

 

２  土地利用計画の変更対照表 

 営業用施設 公 共 施 設 公益的施設 そ の 他 合 計 

変

更

前 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比 率 ％ ％ ％ ％ ％ 

変

更

後 

面 積 ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡ 

比 率 ％ ％ ％ ％ ％ 

 

３  分譲区画 

 区 画 数 最 大 区 画 面 積 最 小 区 画 面 積 

変 更 前  ㎡ ㎡ 

変 更 後  ㎡ ㎡ 

 

４  工事概要 

 種 別 変 更 前 変 更 後 備 考 

土 工 

切 土 量 ㎥ ㎥ 
残土量 

㎥ 

残土の処理

方法 
盛 土 量 ㎥ ㎥ 

擁 壁 

コ
ン
ク
リ
ー
ト
造 

鉄

筋 

高さ 

２ｍ～５ｍ 

 

５ｍ以上 
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練

石

積

造 

高さ 

２ｍ～５ｍ 

 

５ｍ以上 

   

 種 別 変 更 前 変 更 後 備 考 

道 路 

（ 延 長 ） 

幅員                  ４ｍ 

５ｍ 

６ｍ 

７ｍ 

   

排 水 施 設 

（ 延 長 ） 

暗渠工 

〃 

集水桝 

盲暗渠 

   

災 害 防 止 

施 設 

調 整 池 

箇 所    

容 量    

ダ ム 

土 え ん 堤    

コ ン ク リ ー ト 堤    

水 道 施 設 水 源    

その他の施設 

プール 

テニスコート 

アーチェリー場 

遊園地 

駐車場等 

   

管 理 施 設 
管理事務所 

（規模、附帯施設等） 
   

（注）  変更内容により、種別等を加除すること。 

 

５  その他 

    実施計画書（設計説明書）の作成要領に定める事項について、変更対照表を作成し提出す

ること。
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 別紙１ 

土 地 取 得 

の 態 様 

１  売買    ２  賃貸借    ３  地上権 

４  その他（                   ） 

土  地  取  得  調  書 
Ｎｏ         

（注）１  土地取得の態様について、該当する項目を○で囲むこと。 

      ２  土地の所在欄には、市・字・地番を個別に記入すること。 

      ３  未取得地がある場合は、取得契約年月日欄に未取得であることを明記すること。 

      ４  土地取得の状況を証する書類として、登記簿謄本（全部事項証明書）の写しを別冊として１部提出すること。取得後未登記の場合は、売

買契約書、賃貸契約書等の写しを添付すること。これらの書類には、それぞれ土地取得調書の整理番号と同一の番号を付け、参照の便を図

ること。 

      ５  都市計画法第 29条の規定による開発行為に該当する場合は、牧之原市開発行為等事務処理要領（平成 20年牧之原市告示第 22号）様式第

９号を用いること。

整理番号 土地の所在 
公 簿 

地 目 

公 簿 

面 積 

現 況 

地 目 
実 測 面 積 現所有者名 

取 得 契 約 

年 月 日 

国土法第２３条 

に 基 づ く 

届 出 年 月 日 

抵 当 権 等 

そ の 他 の 権 利 
備 考 

   ㎡  ㎡      
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別紙２ 

取得対象の公有地に関する調書 
 

所 有 区 分 土 地 の 所 在 公 簿 地 目 公 簿 面 積 現 況 地 目 実 測 面 積 廃 止 、 付 替 等 の 別 備 考 

牧 之 原 市 

  
㎡ 

 
㎡ 

  

       

計       

坂 部 財 産 区 

       

       

計       

静 岡 県 

       

       

計       

国 土 交 通 省 

       

       

計 
      

（注）１  土地の所在欄には、大字・字・地番を個別に記入し、未登記の土地については、○○地先～○○地先と記入すること。 

      ２  現況地目の欄には、宅地（造成地）、田、畑、山林及び原野（荒地）の別を記入すること。 

   ３  実測面積の欄には、地番別に測量が行われていない場合は、計（全体）を記入すること。
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別紙３－１（第 10条第１号関係） 

 

同 意 書（施行区域内等） 
 

 

年    月    日 

 

事業者    住  所 

          氏  名                     様 

 

  権利者    住  所 

                                            氏  名                         ㊞ 

                                                  （電話                  ） 

 

 

  私が権利を有する次の物件について、土地利用事業及び土地利用事業に関する工事を行うこと

に同意します。 

  なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となる場合があっても異議ありません。 

 

物件の種類 所在及び地番 面  積 権利の種類 摘  要 

  ㎡   

（注） 都市計画法第 29 条の規定による開発行為に該当する場合は、牧之原市開発行為等事務

処理要領（平成 20年牧之原市告示第 22号）様式第 10号を用いること。 
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別紙３－２（第 10条第２号関係） 

 

同 意 書（隣地地権者等） 
   

  
 施工区域の所在地 牧之原市                   

                  

  

 事 業 目 的                          

 

 事 業 者 住   所                     

 

    氏   名                      

 

 

 

 上記の事業については、工事中及び事業完了後において問題等が生じた場合は、事業者が誠意

を持って円満に協議解決することとし、同意します。 

 

 

     年  月  日 

 

 

  隣 接 地 所 有 者 

    住   所                      

    氏   名                  印 

 

 

隣接地の表示 

物件の種類 所 在 及 び 地 番 面積（㎡） 権利の種類 摘 要 
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別紙３－３（第 10条第３号及び第４号関係） 

 

同 意 書（地元関係団体等） 
   

  
 施工区域の所在地 牧之原市                   

                  

  

 事 業 目 的                          

 

 事 業 者 住   所                     

 

    氏   名                      

 

 

 

 上記の事業については、工事中及び事業完了後において問題等が生じた場合は、事業者が誠意

を持って円満に協議解決することとし、下記条件を附し、同意します。 

 

 

 条件：          

                              

            

 

     年  月  日 

 

 区 長 

           印 

 町 内 会 長 

           印 

 

           印 

           印 
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別紙４ 

地下水等の利用計画書 
事業者  施行区域  

１日当たり水源内訳 

区 分 水 量 （ ㎥ ） 記 事 

地 下 水   

工 業 用 水   

上 水   

地 表 水   

そ の 他   

回 収 水   

計   

新

設

井

の

内

容 

 

側 管 等 揚 水 機 
年間平均 

日採取量 

最 大 日 

採 取 量 
No. 深さ 口径 種類 口径 能力 

 ｍ ㎜  ㎜ ㎥/分 ㎥/日 ㎥/日 

        

        

        

        

 

地下水を使用する期間 

 

年  月～  年  月 

地下水を採取する日数 

 

日 

年間最大日採取量 

 

㎥／日 

既
設
井
の
あ
る
と
き
は
そ
の
内
容 

 

側 管 等 揚 水 機 年間平均 

日採取量 

最 大 日 

採 取 量 No. 深さ 口径 種類 口径 能力 

 ｍ ㎜  ㎜ ㎥/分 ㎥/日 ㎥/日 

        

        

        

        

 

年間最小日採取量 

 

㎥／日 

年間平均日採取量 

 

㎥／日 
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＜例＞水利用フローチャート 

 

ポ
ン
プ 

モ
ー
タ
ー 

製 品 

製品洗浄水 

○○㎥／日 

使用数量 ○○㎥／日 

冷
水
地 

製 品 冷 却 

使用数量 ○○㎥／日 

冷 凍 機 機 械 類 

使用数量 ○○㎥／日 

排
水
処
理
施
設 

製品冷却水 

○○㎥／日 

機械類冷却水 

○○㎥／日 

事業用空調用水 

○○㎥／日 

使用数量   ○○㎥／日 

事
業
所 

雑用水  ○○㎥／日 

受水槽  ○○㎥ ○○水道  従業員飲料水○○㎥／日 

○○㎥／日 

○○㎥／日 

クーリングタワー 
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別紙５ 

事業者、工事施行者の業務経歴表 
氏 名 

（ 名 称 及 び 代 表 者 名 ） 

 

住 所 

（ 所 在 地 ） 

 

営 業 種 目  

創 立 後 の 沿 革 概 要  

法
令
に
よ
る
登
録 

建 設 業 法 

宅 地 建 物 取 引 業 法 

そ の 他 

 

 

資 本 金 万円 

主 な 

取引銀行等 

 

職

員

数 

事務職        人  技術職        人 

労務職        人    計          人 

主 要 建 設 

機 械 の 

種 別 台 数 

 

主

な

役

員

及

び

技

術

者

名 

役 職 名 氏   名 年 齢 在 社 年 数 資 格 免 許 ・ 学 歴 ・ そ の 他 

     

     

     

     

     

     

過
去
３
年
間
の
主
要
土
地
利
用
事
業
の
実

績 
事業名 

（工事名） 

事業主・ 

元請下請の別 
場 所 面 積 

着工年月日 

完成年月日 
工 事 高 

   ㎡ ：  ： 万円 

    ：  ：  

    ：  ：  

    ：  ：  

    ：  ：  

    ：  ：  

       

（注） １ 法人登記簿謄本、定款、宅地建物取引免許の写し等法令による資格証の写し及び申請時直近
の決算報告書を添付すること。 

    ２ 都市計画法第 33 条第１項第 12 号又は第 13 号若しくはその両方に該当する場合は、牧之原市
開発行為等事務処理要領（平成 20 年牧之原市告示第 22 号）様式第 12 号又は様式第 14 号若し
くはその両方を用いること。 
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別紙６ 

設計者業務経歴表 
 

年    月    日 

 

 設計者  住  所 

 氏  名                      ㊞ 

   （電話                   ） 

 

学

歴 

学校の名称 学部及び学科 所在地 修業年限 

    

実 
 

務 
 

経 
 

歴 

勤 務 先 所 在 地 職 名 在職期間（合計    年    月） 

   
    年  月から    年  月まで 

   
    年  月から    年  月まで 

   
    年  月から    年  月まで 

   
    年  月から    年  月まで 

設 
 
 
 

計 
 
 
 

経 
 

 
 

歴 

事業主体 工事施行者 施行場所 面積 許認可の番号及び年月日 

   ㎡ 
第          号 

年    月    日 

    
第          号 

年    月    日 

    
第          号 

年    月    日 

    
第          号 

年    月    日 

    
第          号 

年    月    日 

（注）１  学歴の欄には、設計者の資格に関係のある学歴を記入すること。 
      ２  資格を証する書類を添付すること。 
   ３ 都市計画法第 31 条に該当する場合は、牧之原市開発行為等事務処理要領（平成 20 年牧之原市

告示第 22 号）様式第 11 号を用いること。 
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・第５ 申請書等添付書類一覧 

区 分 添  付  図  書 

1 実施計画 

承認申請書 

(様式第 1号) 

ア 設計説明書（作成要領は第２による。）  

イ 土地取得調書（別紙１） 

ウ 取得対象の公有地に関する調書（別紙２） 

※地区内に公有地がある場合 

エ 土地利用事業の施行等の同意書（別紙３） 

オ 地下水等の利用計画書（別紙４） 

※地下水を水源とする場合 

カ 事業者、工事施行者の業務経歴表（別紙５） 

キ 設計者業務経歴表（別紙６） 

ク 資金証明書類 

ケ 土砂運搬計画書 ※工事着手時でも可 

コ 設計図書（作成要領は第３による。） 

①位置図 ②現況図 ③公図写 ④現況写真 

⑤土地利用計画図 ⑥地形こう配現況図 ⑦造成計画平面図 

⑧造成計画断面図 ⑨排水施設計画平面図 ⑩給水施設計画

平面図 

⑪がけの断面図 ⑫擁壁の断面図 ⑬求積図  

⑭防災工事計画平面図 ⑮防災施設構造図 ⑯構造計算書 

⑰安定計算書 ⑱水理計算書 ⑲土地調査書及び地盤改良計

画図書 

⑳その他市長が必要と認める図書 

 

※事前審査の際は、上記エ及びカからケの図書は添付しなくて

もよい。 

2 地位継承 

承認申請書 

(様式第 2号) 

ア 申請者の住民票の写し（法人にあっては、法人の登記事項

証明書（全部事項証明に限る。）） 

イ 土地の所有権その他土地利用事業に関する工事を施行する

権限を取得したことを証する書面 

ウ 資金証明書 

エ 資金計画書 

オ 承認通知書の写し及び他法令の許認可書の写し 

カ その他市長が必要と認める図書 

 

3 地位継承届 

(様式第 3号) 

ア 戸籍謄本（法人にあっては、法人の登記事項証明書（全部

事項証明書に限る。）及びその他承継を証する書面 

イ 承認通知書の写し及び他法令の許認可書の写し 

ウ その他市長が必要と認める図書 

 

4 変更承認 

申請者 

(様式第 4号) 

ア 変更設計説明書（作成要領は第４による。） 

イ 変更事項新旧対照表（変更事項について変更前と変更後を

対象したもの。） 

ウ 変更箇所が確認できる図書（作成要領は第２に準ずる。） 

エ その他市長が必要と認める図書 

 

5 事業廃止承認 ア 位置図（縮尺１／50,000以上） 
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区 分 添  付  図  書 

申請書 

(様式第 5号) 

イ 工事を廃止した土地の現況図（縮尺は１／1,000以上（土地

利用区域の面積が、20ha 以上のものにあっては、縮尺１／

3,000以上）とし、工事に着手した場合にあっては、工事に着

手した土地の範囲を明示すること。） 

ウ 防災施設等の出来形図（承認を受けた防災施設構造図等に

計画値と出来形を対照したもの。）※工事に着手した場合に限

る。 

エ 公共施設に関する工事について当該施設の管理者又は管理

者となるべき者の検査結果を示す書面又は検査の状況を示す

書面検査不要等の場合は、その旨工事完了届出書の余白に記

載すること。）※工事に着手した場合に限る。 

オ 現況写真（直近１か月以内に撮影したもの） 

カ 工事の施工状況が確認できる写真※工事に着手した場合に

限る。 

キ 品質管理表※工事に着手した場合に限る。 

ケ その他市長が必要と認める図書 

 

6 氏名（法人の

名称・代表者

氏名・住所）

変更届 

(様式第 6号) 

ア 法人の変更にあっては、変更後の法人の登記事項証明書（全

部事項証明に限る。） 

イ 法人以外の変更にあっては、変更後の住民票の写し 

ウ その他市長が必要と認める図書 

7 工事施行者変

更届 

(様式第 7号) 

ア 工事施行者の業務経歴表（別紙５） 

イ その他市長が必要と認める図書 

8 防災工事着手

(完了)届 

(様式第 8号) 

(1) 着手届の場合 

 ア 防災工事に関する工程表（本工事着手予定年月日を記載） 

 イ 法令に基づく許認可等の手続を得たことを証する書面の

写し 

 ウ 工事施行者の業務経歴表（別紙５）※承認申請時未提出

の場合 

 エ その他市長が必要と認める図書 

(2) 完了届の場合 

 ア 位置図 

 イ 土地利用事業の承認を証する書面の写し及び土地利用対

策委員会が付した条件措置表の写し 

 ウ 防災上の維持管理計画書 

 エ 造成計画平面図（設計値と実測値を色分けして記載した

もの） 

 オ 防災施設構造図（設計値と実測値を色分けして記載し、

調整池・沈砂池等を確認測量し容量を記載したもの） 

 カ 工事経過及び完成写真 

 キ その他市長が必要と認める図書 

9 工事着手（完

了・中止・再

開・期間の変

(1) 着手届の場合 

 ア 工事に関する工程表（防災工事と併行する場合は、防災

工事に関する工程表を含む。） 
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区 分 添  付  図  書 

更）届 

(様式第 9号) 

 イ 法令に基づく許認可等の手続を得たことを証する書面の

写し 

 ウ 防災工事と併行する場合その理由書 

 エ その他市長が必要と認める図書 

(2) 完了届の場合 

 ア 位置図 

 イ 造成計画平面図（設計値と実測値を色分けして記載した

もの） 

 ウ 土地利用事業の承認を証する書面の写し及び土地利用対

策委員会が付した条件措置表の写し 

 エ 各施設構造図（設計値と実測値を色分けして記載したも

の） 

 オ 工事経過及び完成写真 

 カ その他市長が必要と認める図書 

(3) 中止届の場合 

 ア 位置図 

 イ 中止の理由 

 ウ 中止の時点における施行区域の現況図及び現況写真 

 エ 造成計画平面図 

 オ その他市長が必要と認める図書 

(4) 再開届の場合 

 ア 位置図 

 イ 造成計画平面図 

 ウ 法令に基づく許認可等の手続を経たことを証する書面の

写し 

 エ 工事施行者の業務経歴書（別紙５）※承認申請時未提出

の場合 

 オ 工事に関する工程表（防災工事と併行する場合は、防災

工事に関する工程表を含む。） 

 カ その他市長が必要と認める図書 

(5) 期間変更届の場合 

 ア 位置図 

 イ 期間の変更理由書 

 ウ 変更後における工事に関する工程表（防災工事と併行す

る場合は、防災工事に関する工程表を含む。） 

 エ 変更の時点における施行区域の現況図及び現況写真 

 オ その他市長が必要と認める図書 
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牧之原市土地利用事業の手続きの流れ 

 
市内全域において、1,000㎡以上の一団の土地について土地利用事業を施行する場合

は、「牧之原市土地利用事業の適正化に関する指導要綱」に基づき、事業計画を作成し、

「牧之原市土地利用対策委員会」の審議を経て、あらかじめ市長の承認を受ける必要が

あります。手続きは下記の示すとおりとなりますが、店舗等の営業や共同住宅の入居開

始は、事業の完了受理書の交付が原則となります。 
 
※   は、１ha以上の場合 
 
 ・都市住宅課へ事前審査依頼書を提出していいただきます。 

・提出部数 10 部（土地利用対策委員会幹事課分） 

・委員会開催の前月 10 日受付締切（土日祝日の場合は前日） 

・事前協議・審査により事業計画を補正し、幹事課から事前審査

依頼書に確認印を受け、回収し（事前協議の完了）、これに必要

資料を加え、申請書の副本としていただきます。 

・補正指示の無い幹事課の分は、都市住宅課で回収し、返却しま

す。 

 ・都市住宅課へ承認申請書を提出していただきます。 

・提出部数 12 部 

（正本１部、副本１部、幹事課・委員長分 10 部） 

・委員会開催の当月 10 日受付締切（土日祝日の場合は前日） 

・事前協議が完了していない申請は受付不可。 

 （幹事会） 

・毎月 25 日前後に定例で開催 

・現地確認、審議（申請者・設計者から事業概要等の説明） 

・１ha 未満の案件は、審議後に実施計画条件措置表の交付へ。 

・１ha 以上の案件は、審議後に補正事項等を指示（委員会へ） 

 （委員会） 

・該当する案件がある場合に、幹事会の後に開催（事業概要等の

説明は、都市住宅課で実施します。） 

・幹事会の審議を経た１ha 以上の案件を審議 

・審議後、実施計画条件措置表の交付。 

 ・幹事会（委員会）の開催後、１週間程度で、各幹事（委員）よ

り、実施計画条件措置表を交付します。 

 ・条件措置への回答書を作成していただき、各幹事（委員）へ提

出していただきます。 

・各幹事（委員）の確認印が押印された回答書を事務局に提出し

ていただきます。 

 ・回答書の提出後、１週間程度で承認書を交付します。 

土地利用事業の承認申請 

事前協議・審査 

土地利用対策委員会 

（幹事会） 

土地利用対策委員会 

（委員会） 

条件措置表の交付 

条件措置表への回答 

 

土地利用事業の承認 

個別法の手続き 

1ha 
以上 

1ha 
未満 
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 ・都市計画法、農地法、森林法、砂利採取法、工場立地法等の個

別法による手続きを実施していただきます。 

 
 

 ・個別法による手続き後は、都市住宅課へ「防災工事着手届」を

提出していただき、防災工事に着手していただきます。 

・原則、防災工事完了検査後に本体工事への着手となりますが、

防災工事と本体工事を同時に行わなければならない事情がある

場合は、「工事着手届」を同時に提出していただきます。 

  変更承認申請   

・計画に変更が生じた場合は、変更承認申請を提出していただき

ます。 

・変更後の土地利用計画平面図は、正副以外に 10 部提出していた

だきます。 

・1,000 ㎡以上の区域の拡大が生じる場合は、再度、土地利用対策

委員会（幹事会）の審議を受けていただきます。 

 ・都市住宅課へ「防災工事完了届」に調整池等の出来形管理図、

工事写真等を添えて提出していただきます。 

・都市住宅課にて、防災工事の完了検査を実施します。 

・完了検査に合格した場合は、「防災工事受理書」を交付します。 

 

 ・都市住宅課へ「工事完了届」に造成工事等の出来形管理図、工
事写真等を添えて提出していただきます。 

・都市住宅課及び関係課にて、工事の完了検査を実施します。 

 ・完了検査にて、工事に不備等があった場合は、都市住宅課及び
幹事課から「完了是正指示書」を交付します。 

 ・是正指示に対する手直し等について報告をいただきます。 

・内容により、再度、工事完了検査を実施します。 

 ・完了検査に合格した場合は、「工事完了受理書」を交付します。 

 

 
  

防災工事着手届 

工 事 着 手 届 

防災工事完了届 

防災工事完了検査 

工事完了届 

工事完了検査 

完了是正指示 

※次ページへ 

是正報告 

完了受理書の交付 
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牧之原市土地利用対策委員会 組織 
 

委員会 幹事会 分掌事務 

副市長 

（委員長） 

 〇 土地利用事業の承認に関すること。 

総務部長 危機管理課長 

〇 交通安全対策に関すること。 

〇 消防防災施設の整備及び維持管理に関する

こと。 

企画政策部長 秘書政策課 〇 国土利用計画に関すること 

市民生活部長 環境課 

〇 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

45 年法律第 137 号）及び一般廃棄物処理基本

計画に関すること。 

〇 再生可能エネルギーの普及に関すること。 

〇 環境保全（公害等環境規制）に関すること 

産業経済部長 

農林水産課長 〇 農地法に基づく事務に関すること 

お茶振興課長 
〇 農業用施設の新設、改良及び維持管理に関す

ること。 

商工観光課長 
〇 大規模小売店舗立地法に基づく事務に関す

ること。 

企業立地推進課長 

〇 工場立地法に基づく事務に関すること。 

〇 企業の適正立地についての指導調整に関す

ること。 

建設部長 

都市住宅課長 

（幹事長） 

〇 土地利用対策委員会の運営に関すること。 

〇 開発行為、土地利用事業に関すること。 

〇 都市計画区域及び準都市計画区域に関する

こと。 

〇 国土利用計画法（昭和 49 年法律第 92 号）

に基づく届出に関すること。 

〇 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和 47

年法律第 66 号）に基づくこと。 

〇 砂利採取及び土採取に関すること。 

建設課長 

〇 道路、河川、都市下水路の占用及び使用並び

に工事の承認に関すること。 

〇 道路の認定及び廃止に関すること。 

〇 道路及び河川の境界確認に関すること。 

〇 道路及び河川等の維持管理に関すること（農

業用施設を除く。）。 

〇 交通安全施設に関すること。 

〇 道路の整備に関すること。 

〇 都市計画道路の工事に関すること。 

〇 河川・排水路の整備に関すること。 

〇 都市下水路の整備に関すること。 

水道課長 

〇 水道施設の維持、管理及び修繕に関するこ

と。 

〇 給水装置の申込、審査及び検査に関するこ

と。 
 


